
食品等の飲食に起因する衛生上の危
害の発生を防止すること
（施策番号Ⅱ－１－１）

添付資料

資料５－２
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輸入食品の
監視指導

検疫所（32ヶ所）

①
営
業
許
可

②
立
入
、
監
視
指
導

③
収
去
検
査

④
検
査
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⑤
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中
毒
等
調
査

⑥
苦
情
等
の
相
談
窓
口

⑦
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の
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発

・
相
談

・
申
請

保健所（481ヶ所）

①
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
検
査
等

②
検
査
命
令

登録検査機関

都道府県、保健所設置市、特別区
（47都道府県）（20政令市、48中核市、その他6）（23特別区）

輸入食品等

検査依頼

・
登
録
（
取
消
）

・
監
査
指
導

地方厚生局
（７ヶ所）

食品等事業者
飲食店営業等の営業許可を要する施設 2,,468,352施設
その他営業許可を要しない施設 1,357,886施設

農林水産省
（リスク管理） 厚生労働省（リスク管理）

食品安全委員会（リスク評価）

※平成２9年3月末時点

食品衛生行政の展開

消費者庁

消費者委員会

関係者相互間の情報及び
意見の交換の促進
（ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ）

総合調整等

関係行政機関相互

の密接な連携



食品・添加物、器具・容器包装等に係る
禁止規定・基準の設定

監視指導

違反に対する行政処分、罰則等（第54条、第55条 第71条 等）

○禁止規定 （第6条、第9条、第10条 等）

・腐敗した食品、有害な物質が含まれた食品等の販

売等の禁止

・厚生労働大臣が指定していない添加物等の販売等

の禁止 など

○食品等の規格基準の設定（第11条、第18条）

・厚生労働大臣は、公衆衛生の見地から必要に応じて

、食品等の規格・基準を定めることができ、当該基

準に適合しない食品等を販売等することはできない。

○国内流通食品（第28条、第30条 等）

・都道府県等の保健所が、食品衛生監視員（自治体

職員）による食品関係営業施設等への立入検査等

により、禁止規定・規格基準等が遵守されている

かどうか、監視指導を実施。

○輸入食品（第27条、第28条、第30条 等）

・海空港にある検疫所に対する輸入時の届出を義

務付け。

・食品衛生監視員（検疫所職員）がモニタリング

検査（抜き取検査等）により禁止規定・規格基

準が遵守されているかどうか、監視指導を実施。

※違反の蓋然性が高い場合には、検査命令により、検査の結
果が出るまで当該食品の販売等を禁止

・法違反に対しては、廃棄・危害除去命令、営業許可の取消・営業の禁停止等の行政処分を実施。
・違反者への罰則として、１～３年以下の懲役、50万円～300万円（法人の場合１億円）以下の罰金。

食品衛生法による規制の全体像



【原子力災害対策特別措置法】

○食品の出荷制限・摂取制限の設定・解除

○ 食品の出荷制限・摂取制限の実施
（食品衛生法に基づく個別の制限、原子力災害対策本特別措置法に基づく地域的な制限）

指示

要請 報告

原子力災害対策本部
本 部 長：内閣総理大臣
副本部長：内閣官房長官、経済産業大臣、環境大臣、原子力規制委員会委員長
本 部 員：本部長及び副本部長以外の国務大臣、内閣危機管理監、経済産業副大臣

関係都道府県

○ 食品中の放射性物質に関する検査の実施

【食品衛生法】

○ 食品中の放射性
物質に関する基準値
の設定

厚生労働省

○ 食品中の放射性
物質に関する検査
の企画立案

農林水産省

原子力規制庁

消費者庁

連携

■ 食品中の放射性物質をめぐる対応のスキーム

報告



Ministry of Health, Labour and Welfare 

○ 食品中の放射性物質の基準値は、食品の国際規格を策定している
コーデックス委員会※が指標としている、年間線量１ミリシーベルトを
踏まえ設定している。

※（FAO（国連食糧農業機関）とWHO（世界保健機構）の合同委員会）

(単位：ベクレル/kg)

放射性セシウムの基準値

食品群 基準値

飲料水 １０

牛乳 ５０

一般食品 １００

乳児用食品 ５０

※ 現行基準値は、放射性セシウム以外の核種（ストロンチウム90、プルトニウム、ルテニウム106）からの線
量を含め、食品を摂取することにより受ける線量が、年間１ミリシーベルトを超えないように放射性セシウ
ムの基準値を設定している。

食品から受ける
線量（人体への
影響）の上限

年間線量
１ミリシーベルト

食品１kg
あたりの量
に換算

（平成24年4月～現在）

■ 食品中の放射性物質の基準値



・検査対象都県に対し、検査計画の策定、検査の実施を通知
(検査対象以外の自治体に対しては、検査を実施する場合の参考として通知)

・検査結果は、厚生労働省にて取りまとめ、すべて公表

平成29年2月までの検査結果等を踏まえて以下について設定
対象自治体
対象品目

・放射性セシウムの検出レベルの高い食品（野生きのこ・山菜類、野生鳥獣肉等）

・飼養管理の影響を大きく受ける食品（乳、牛肉）

・生産資材への影響の状況から、検査が必要な食品（原木きのこ類）

・水産物
・出荷制限の解除後の品目 等
対象区域・検査頻度：検出レベル・品目の生産、出荷等の実態に応じて実施

○検査計画、出荷制限等の品目・区域の設定・解除の考え方
（ガイドライン）

・平成23年4月4日 原子力災害対策本部策定。最新の知見を反映させるため、年度
末等に適宜改正。平成29年3月24日に改正され、平成29年度の検査計画に適用。

・国が検査対象都県に対象品目、検査頻度等を示し、放射性セシウムが高く検出さ
れる可能性のある品目等を重点的に検査

厚生労働省

■ 検査計画、出荷制限等の品目・区域の設定・解除の考え方



Ministry of Health, Labour and Welfare 

食品中の放射物質検査の基準値超過率

年度 区分 検体数 基準値超過数 超過率（%）

平成24年度 流通品 26,240 19 0.07

平成25年度 流通品 28,965 7 0.02

平成26年度 流通品 26,193 10 0.04

平成27年度 流通品 22,107 12 0.05

平成28年度 流通品 18,643 11 0.06



Ministry of Health, Labour and Welfare 

食中毒対策について～食中毒発生時の行政対応について～

食 中 毒

保健所

都道府県等

厚生労働省

○医師（診察後２４時間以内）の届出（第1項）
患者、営業者等からの連絡

○保健所の職員等による探知

○保健所による調査（第2項）
・ 事件の発生規模等の調査、把握
・ 調査・・・喫食状況調査、施設への立入調査

調理従事者への調査、関係食品、患者検体等の
試験検査

○保健所による対策
・ 被害者拡大防止対策・・・・営業の禁停止

原因食品、食材の回収命令
・ 再発防止対策・・・ 原因施設に対する衛生状況の改善指導

営業者、消費者等への情報提供
各自治体への情報提供

○保健所から都道府県等への報告（第2項，4項）

○大規模、広域食中毒発生の際には、都道府県等に
調査を要請

○FETPの派遣

関

係

部

局
・省
庁

連

携 ○都道府県等から厚生労働省への報告（第3項，5項）

（法58条関係）
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患者数500人以上の食中毒事例（平成24～28年）



Ministry of Health, Labour and Welfare 

患者数500人以上の食中毒事例（平成24～28年）
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許可を要する営業施設の禁停止命令を受けた施設数（平成27年度）

営業禁止
命 令

営業停止
命 令

合 計

総 数 140 614 754

飲 食 店 営 業 134 584 718

菓 子 製 造 業 2 2 4

乳 処 理 業 - 2 2

魚 介 類 販 売 業 2 17 19

魚肉ねり製品製造業 - 1 1

アイスクリーム類製造業 2 2 4

食 肉 販 売 業 - 2 2

食 肉 製 品 製 造 業 - 1 1

そ う ざ い 製造業 - 3 3



廃棄・積戻し又は
食用外転用

検査命令

違
反
情
報

輸
入
食
品
監
視
指
導
計
画
に
基
づ
き
実
施

海外における食品安全情報の収集

違反発見時の通報都道府県等監視指導計画に基づく
流通食品等の収去検査（必要に応じて）

厚生労働大臣への届出
販売又は営業上使用することを目的として輸入する食品、添加物、器具又は容器包装、乳幼児用
おもちゃについては、輸入の都度、厚生労働大臣に届け出ることを義務づけ

審査① 届出内容の確認（全ての届出が対象）
食品衛生法の規格基準等に適合するものであるか全ての届出を審査

審査② 検査での確認（必要に応じて）
審査①を実施後、違反の可能性に応じて、検査の実施を指導（検査命令・指導検査等）

不合格

輸
入
時
対
策

輸
入
時
対
策

国
内
対
策

国
内
対
策

事前相談・指導

輸
出
国
対
策

輸
出
国
対
策

モニタリング検査の実施（年間計画に基づいて）

合 格

日本の規制に合った生産、製造、加工等の管理

輸出国政府による証明書の発給

輸出前検査等

在京大使館を通じた、日本の法規制等の
英語での周知
輸出国との二国間協議や担当官を派遣し、
現地調査や現地での説明会の実施
輸出国での検査に関する技術協力

輸入届出

輸入者

輸出国政府 厚生労働省

都道府県等

厚生労働省 検疫所

厚生労働省 検疫所

リスクコミュ二ケーション

輸入食品の監視体制の概要

消費者



輸入時における検査制度

モニタリング検査

検疫所において食品添加物、残留農薬、遺伝子組換え食品等を検

査するためにサンプルを取って行う検査

国が費用負担、検査結果の判明を待たずに輸入可能

検査命令

モニタリング検査等の結果、食品衛生法違反の可能性が高いと判

断された食品等について、輸入者に対し、輸入の都度、登録検査

機関で実施を命じる検査

輸入者が費用負担、検査結果判明まで輸入不可

指導検査

細菌や添加物等の使用状況や同種の食品の違反情報等を参考とし

て、検疫所が事業者責務の観点から、輸入者に対し、法に適合し

ていることの確認のために実施するよう指導する検査

輸入者が費用負担、検査結果判明まで輸入不可
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モニタリング検査実施状況

年度 年度計画件数 実施件数 実施率

平成24年度 89,959 93,066 103%

平成25年度 93,711 95,730 102%

平成26年度 94,043 96,580 103%

平成27年度 95,090 97,187 102%

平成28年度 95,929 98,164 102% ※速報値



食品衛生法による規格基準規制

食品
残留農薬等（農薬、飼料添加物、動物用医薬品）

残留基準設定 ７８８物質（Ｈ２9年3月末現在）
汚染物質

重金属（カドミウムなど）、カビ毒 等
微生物

一般生菌数、大腸菌群、サルモネラ属菌、腸炎ビブリオ 等
組換えDNA技術応用食品及び添加物

食 品：除草剤耐性／害虫抵抗性作物等 ３１０品種
添加物：生産性向上等 ２５品目（Ｈ２9年3月末現在）

食品添加物（Ｈ２9年3月末現在）

指定添加物 ４５４品目
既存添加物 ３６５品目

器具・容器包装

乳幼児用おもちゃ

洗浄剤



一日摂取許容量（ADI：Acceptable Daily Intake）
ヒトがある物質を毎日一生涯にわたって摂取し続けても、現在の科学的知見からみて健康への悪影響がないと推定される一日当

たりの摂取量

急性参照用量（ARｆD：Acute Reference Dose）
ヒトが24時間または、それより短時間の間の経口摂取によって、健康に悪影響が生じないと推定される摂取量
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薬事・食品衛生
審議会

厚生労働省では、食品安全委員会に食品健康影響評価を諮問し、その評価結果を踏まえ、
薬事・食品衛生審議会の審議を経て、食品中の農薬の残留基準を設定。

パブリックコメント

WTO通報

食品衛生分科会

農薬・動物用
医薬品部会
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※海外使用：インポートトレランス 申請者
国内使用：農林水産省

農薬の残留基準設定の流れ



Ministry of Health, Labour and Welfare 

リストに個別の残留基準が
定められていない食品

＝ 0.01 ppm以下（一律基準）
→ 国内外問わず、当該農薬等は

事実上使用困難

食品中の農薬、動物用医薬品等

従前の規制
（ネガティブリスト制度）

＜リスト＞
リスク管理の必要性が高い農薬等(283品
目)に食品ごとに残留基準を設定

食品中の農薬、動物用医薬品等

＜リスト＞
国内外で使用されている農薬等(799品目)
に食品ごとに残留基準を設定(暫定基準を含む)

ポジティブリスト制度
平成18年５月施行時

リストに掲載されていなければ
規制されない

○ 平成15年の食品衛生法改正により、食品中に残留する農薬、飼料添加物と動物用医薬品について、い
わゆるポジティブリスト制度を導入（平成18年5月29日に施行）。

○ 従前の食品衛生法では、残留基準を設定した農薬等のみ規制を行い、残留基準が設定されていない農
薬等が食品から検出されても、その食品の販売等を禁止することができなかった（いわゆるネガティブ
リスト制度）。

○ ポジティブリスト制度導入後は、原則、すべての農薬等について残留基準を設定し、基準値を超えて
食品中に残留する場合、その食品の販売等を禁止することとした。

○ その際、それまで国内登録がなく残留基準値が設定されていなかったものや、一部の食品にしか基準
値がなかったもの等、758農薬等については、暫定基準を設定したところであり、この暫定基準につい
て、国内外における使用実態等を踏まえて、順次本基準への見直しを進めている。

残留農薬等のポジティブリスト制度について
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暫定基準

399

暫定基準

758

削除

80

本基準（新規除く）

322 73

102

30 71
食品安全委員会

評価中
196

平成18年5月29日時点

平成29年8月2日現在

○ 平成15年の食品衛生法改正により、食品中に残留する農薬、飼料添加物及び動物用医薬品（以下「農
薬等」という。）について、いわゆるポジティブリスト制度を導入（平成18年5月29日に施行）。

○ 従前の食品衛生法では、残留基準が設定されていない農薬等が食品から検出されても、その食品の販
売等を禁止することができなかったが、導入後は、原則、すべての農薬等について、残留基準を設定
し、基準値を超えて食品中に残留する場合、その食品の販売等を禁止することとした。

○ その際、それまで国内登録がなく残留基準値が設定されていなかったものや、一部の食品にしか基準
値がなかったもの等、758農薬等については、暫定基準（※）を設定したところであり、この暫定基準
について、国内外における使用実態等を踏まえて、順次本基準への見直しを進めている。

※コーデックス基準があるものは、原則としてコーデックス基準を参照し、ないものは欧米等の基準値等を
参照し設定。

薬事・食品衛生審議会
農薬・動物用医薬品部会終了

農薬等の暫定基準（ポジティブリスト施行後の見直し状況）

本基準
41

食品安全委員会
に未諮問

薬事・食品衛生審議会
農薬・動物用医薬品部会未審議

本基準
（新規）

注：暫定見直しの際に、基準値を分割・統合したことから
平成18年5月29日時点より２品目増加している



一日摂取許容量（ADI：Acceptable Daily Intake）
ヒトがある物質を毎日一生涯にわたって摂取し続けても、現在の科学的知見からみて健康への悪影響がないと推定される一日当たりの摂取量
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食品安全委員会厚生労働省要請者
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薬事・食品
衛生審議会

厚生労働省では、食品安全委員会に食品健康影響評価を諮問し、その評価結果を踏ま
え、薬事・食品衛生審議会の審議を経て、食品添加物の指定等を実施。

パブリックコメント

WTO通報

食品衛生分科会

添加物部会

௦
ண

食品添加物の指定等の流れ



平成１４年７月、以下の要件を満たす４６品目（※）の食品添加物につ
いては、国際汎用添加物として、企業からの要請がなくとも国が主体的に
指定に向けた検討を進めることにした。

対象（添加物：４５品目）
①ＦＡＯ／ＷＨＯ合同食品添加物専門家会議（ＪＥＣＦＡ）で国際的に

安全性評価が終了し、一定の範囲で安全性が確認されているもの、
かつ、
②米国及びＥＵ諸国等で使用が広く認められ、国際的に必要性が高いと

考えられるもの。

これまでに順次指定を進めており、添加物４５品目中４１品目を指定済
である（平成２９年８月末現在）。

残る４品目（※）については、食品安全委員会において食品健康影響評
価中である。
※ 酸性リン酸アルミニウムナトリウム、アルミノケイ酸ナトリウム、ケイ酸カルシウムアルミニウム、

カルミン

※国際汎用添加物の品目選定時46品目であったが、「β-カロテン(Blackeslea triapora由来）」が指定
添加物「β-カロテン」に該当することが判明したため、対象から除外。

添加物の国際的整合性（国際汎用添加物）



リスクコミュニケーション



■ リスクコミュニケーションの主な取組

意見交換会

ホームページによる情報発信

リーフレット等の作成

全国各地において「食品中の放射性物質」「輸入食品の安全
性確保」「健康食品」などをテーマに意見交換会を開催

寄生虫（アニサキス）やリステリア、お肉による食中
毒予防など、一般国民向けのリーフレットなどを作成

厚生労働省ホームページ「食品」において、緊
急情報やトピックス、施策別の詳細な情報やパ
ンフレット・リーフレットを提供・公開

各自治体の協力のもと、意見交換会の開催やリーフレットの配布を行
っている

食品安全情報Twitter

厚生労働省の食品衛生行政に関連する情報を積極的に
発信しています

※第３次食育推進基本計画（平成28年度～平成32年度：農水省）抜粋達成目標

〇食品の安全性について基礎的な知識を持ち、自ら判断する国民の割合
（平成28年現状値）71.8%（平成32年度目標値）80%以上

〇食品の安全性について基礎的な知識を持ち、自ら判断する若い世代の割合
（平成28年現状値）56.9%（平成32年度目標値）65%以上

測定指標：食品の安全性に関する基礎的な知識を持っている国民の割合


